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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮機、凝縮器、膨張装置、および蒸発器等を順次配管接続して構成される冷凍装置に
おいて、
　前記凝縮器は機能的に複数から構成され、複数の前記凝縮器は作動媒体の入口側一段目
を並列配列とし、前記入口側一段目並列配列の複数の凝縮器から流出される作動媒体が流
入する二段目の凝縮器を一つ、または一段目複数並列配列の前記凝縮器の数より少ない数
の二段目の凝縮器を並列配列として、
　前記入口側一段目並列配列の複数の凝縮器を、Ｗ字状または逆Ｍ字状に配置し、
　前記Ｗ字状または逆Ｍ字状に並列配列した複数の一段目凝縮器から流出する作動媒体を
合流させ、この合流させた作動媒体を前記二段目の凝縮器に流入させる構成とし、
　更に、前記二段目の凝縮器の出口側にレシーバを設け、このレシーバの出口側にはサブ
クーラを設けた
　ことを特徴とする冷凍装置。
【請求項２】
　Ｗ字状または逆Ｍ字状に配置された前記複数の凝縮器の上部に、冷却空気を搬送する送
風機を配置したことを特徴とする請求項１に記載の冷凍装置。
【請求項３】
　前記凝縮器は熱源側熱交換器であり、また前記蒸発器は利用側熱交換器であり、更に四
方切換え弁を備え、前記の圧縮機、四方切換え弁、熱源側熱交換器、膨張装置、および利
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用側熱交換器を順次配管接続して構成されていることを特徴とする請求項１に記載の冷凍
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は，冷暖房用や産業用の冷却および加熱用として用いられる熱源機の高性能化を図
った冷凍装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、省エネルギー化やエネルギーの有効利用が社会動向となっており、そのため冷凍装
置の開発においても、冷凍システムの効率を高めるニーズが強くなってきている。このた
め、熱交換器の使用する上での最適な条件や熱交換器自体の高性能化が大きな開発課題と
なっている。
【０００３】
　主な熱交換器に、冷媒と空気を熱交換させるフィンと伝熱管からなるクロスフィンチュ
ーブ式熱交換器があり、その熱交換器を高性能化するため、フィンに各種形状のルーバー
やストリップを施すことや、伝熱管に内面溝付管を採用するなど、フィンの熱伝達、伝熱
管内熱伝達の性能向上をしてきた。
【０００４】
　一方で、圧縮機から吐出された高温高圧のガス冷媒を空気にて冷却して液化させる熱源
側熱交換器である空冷凝縮器は、冷凍サイクルにおいて、蒸発器で得た熱と圧縮機の動力
を熱としてサイクル外に放出する役割を果たしているため、凝縮伝熱面積は出来るだけ大
きくしたいニーズがある結果、製品のコンパクト化を図ることが難しかった。
【０００５】
　これを解決するため、熱源側熱交換器である空冷凝縮器を複数に分割し、Ｖ字状に配置
することで、冷凍装置のコンパクト化を図ったり、更に容量アップを図るため、例えばＶ
字状に熱源側熱交換器を２台組合せＷ字状とし、内側の熱交換器用冷却空気をユニット下
部から吸い込む構造としたものがある。特許文献１（特開２００３－５６９３０号公報）
には，複数の熱源側熱交換器が並列に配列され，この熱源側熱交換器の上部に送風機が配
置された構成が記載されている。
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－５６９３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
従来の冷凍装置では，上述した特許文献１に開示されているように，そのコンパクト化を
図るため，熱源側熱交換器を複数に分割してＷ字状や逆Ｍ字状に配置し，冷却空気を搬送
する送風機はその上部に配置されている。また，それぞれの熱交換器は二段に構成されて
いる。
【０００８】
　この場合，冷凍サイクルを循環する冷媒は複数の熱源側熱交換器に分配されて流れるが
，風速分布や入口空気温度分布，さらには，複数ある熱源側熱交換器の構成上，それぞれ
の熱源側熱交換器間で流動抵抗が異なる場合等の影響で，複数ある一段目の熱源側熱交換
器間で冷媒流量分配のバランスが悪くなり，冷媒流量が少ない熱源側熱交換器では液単相
冷媒の領域が多くなる場合がある。
【０００９】
　この結果，その冷媒系統の二段目の凝縮器には液単相冷媒が流れることになり，熱源側
熱交換器として有効に作用しないため，熱交換性能が低下するという新たな課題があった
。
【００１０】
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　本発明の目的は、コンパクトにでき、高効率化を図ることのできる冷凍装置を実現する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するため、本発明は、圧縮機、凝縮器、膨張装置、および蒸発器等を順
次配管接続して構成される冷凍装置において、前記凝縮器は機能的に複数から構成され、
複数の前記凝縮器は作動媒体の入口側一段目を並列配列とし、前記入口側一段目並列配列
の複数の凝縮器から流出される作動媒体が流入する二段目の凝縮器を一つ、または一段目
複数並列配列の前記凝縮器の数より少ない数の二段目の凝縮器を並列配列として、前記入
口側一段目並列配列の複数の凝縮器を、Ｗ字状または逆Ｍ字状に配置し、前記Ｗ字状また
は逆Ｍ字状に並列配列した複数の凝縮器から流出する作動媒体を合流させ、この合流させ
た作動媒体を前記二段目の凝縮器に流入させる構成とし、更に、前記二段目の凝縮器の出
口側にレシーバを設け、このレシーバの出口側にはサブクーラを設けたことを特徴とする
。
【００１３】
　また、Ｗ字状または逆Ｍ字状に配置された前記複数の凝縮器の上部に、冷却空気を搬送
する送風機を配置したことを特徴とする。
【００１４】
　また、上記において、前記凝縮器は熱源側熱交換器であり、また前記蒸発器は利用側熱
交換器であり、更に四方切換え弁を備え、前記の圧縮機、四方切換え弁、熱源側熱交換器
、膨張装置、および利用側熱交換器を順次配管接続して構成されていることを特徴とする
。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、入口側一段目並列配列の複数の凝縮器を、Ｗ字状または逆Ｍ字状に配
置する構成としているから、凝縮器のコンパクト化を図ることができる。
　また、前記Ｗ字状または逆Ｍ字状に並列配列した複数の一段目凝縮器から流出する作動
媒体を合流させ、この合流させた作動媒体を前記二段目の凝縮器に流入させる構成として
いるから、一段目の凝縮器出口から流出される冷媒を合流させることで比較的乾き度の小
さい気液二相冷媒状態とした後、次の二段目の凝縮器へ流入させることができ、凝縮器を
、複数に分割してＷ字状または逆Ｍ字状に配置してコンパクト化を図りつつサブクール量
のアンバランスも解消することができる。これにより、冷媒側の伝熱性能が向上して、熱
交換性能が向上するため、凝縮圧力を低下させることが可能となり、サイクル運転効率の
向上を図れる高効率な冷凍装置を実現できる。
　更に、本発明では、前記二段目の凝縮器の出口側にレシーバを設け、このレシーバの出
口側にサブクーラを設ける構成としているから、前記二段目凝縮器の冷媒出口状態も飽和
液に近い状態にすることができ、熱交換性能を更に向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
以下、本発明の実施例を、図を参照しながら説明する。
【実施例１】
【００２３】
最近では、特にランニングコストを抑えるため、高効率な冷凍装置が求められており、そ
の手段のひとつとして、凝縮器の熱交換性能を向上させることが考えられる。そこで、凝
縮圧力を低下させ、冷凍装置のサイクル運転効率の向上を図ることが行われる。
【００２４】
　しかしながら、複数の凝縮器を配設する冷凍装置では、複数ある一段目（冷媒の流動抵
抗が大きくなる乾き度の大きい側）の凝縮器間で冷媒流量分配のバランスが悪くなり、冷
媒流量の少ない凝縮器では、液単相の領域ができる場合がある。この結果、その冷媒系統
の二段目（乾き度の小さい側）の凝縮器には、液単相冷媒が流れることになり、凝縮器と
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して有効に作用しないため、熱交換性能が低下する。
【００２５】
　そこで、本実施例では、一段目に凝縮器を複数並列配設し、その複数並列配設した凝縮
器から流出する冷媒を合流させた後、二段目に一段目より少ない数の凝縮器を並列配設す
ることで、二段目も凝縮器として作用させる、すなわち、凝縮器として有効に機能させる
ようにしたので、熱交換性能が向上し、凝縮圧力を低下させることが可能であり、冷凍装
置のサイクル運転効率を向上させることを可能としたものである。
【００２６】
　以下、図に基づき具体的に説明する。図１は実施例１における凝縮器を複数配設した冷
凍装置の構成を示すものである。図１において，圧縮機１より圧縮された高温高圧のガス
冷媒は並列配列の一段目凝縮器２ａ，２ｂへ流入し，ここで凝縮液化していく。その後，
流出される冷媒は合流し，次の二段目の凝縮器２ｃへ流入することで，高圧の液冷媒とな
る。この高圧の液冷媒は膨張装置３により減圧され，蒸発器４により水などの媒体と熱交
換し，低温低圧ガス冷媒となり，圧縮機１に戻る冷凍サイクルを構成している。
【００２７】
　本構成により，複数ある一段目の凝縮器２ａ，２ｂ出口から流出される冷媒を合流させ
，比較的乾き度の小さい気液二相冷媒状態とした後，次の二段目の凝縮器２ｃへ流入する
構成とすることで，二段目も凝縮器として作用可能である。本構成により，乾き度の小さ
い側の二段目または三段目の凝縮器を乾き度が大きい一段目または二段目の凝縮器より少
ない数とすることにより，乾き度が小さく流動抵抗の小さい領域の冷媒流速を上げること
が可能となり，冷媒側の伝熱性能が向上可能である。
【００２８】
　ここで、コンパクト化を図った本実施例の凝縮器の構成について、具体的に説明する。
比較のため、図２に従来の凝縮器の構成例を示す。従来は、図２のように複数ある一段目
の凝縮器２ａ，２ｂ出口から流出される冷媒を一段目と同数の複数ある二段目の凝縮器２
ｃ，２ｄにそれぞれ流入させている。
【００２９】
　この場合，送風機７から搬送される冷却空気による、各凝縮器の風速分布や入口空気温
度分布，さらには，複数ある凝縮器の構成上，それぞれの凝縮器間で流動抵抗が異なる場
合等の影響で，各凝縮器を流れる冷媒量が異なり，複数ある一段目の凝縮器間で冷媒流量
分配のバランスが悪くなり，冷媒流量が少ない凝縮器では液単相冷媒の領域ができる場合
がある。
【００３０】
　この結果，その冷媒系統の二段目の凝縮器には液単相冷媒が流れることになり，凝縮器
として有効に作用しないため，熱交換性能が低下するという問題がある。
【００３１】
　これに対し、図３に本実施例の凝縮器の構成例を示すように、複数ある一段目の凝縮器
２ａ，２ｂ出口から流出される冷媒を合流させ，比較的乾き度の小さい気液二相冷媒状態
とした後，次の二段目の凝縮器２ｃへ流入する構成としている。このため、乾き度の小さ
い側の凝縮器２ｃ（二段目）を乾き度が大きい側の凝縮器２ａ，２ｂ（一段目）の凝縮器
より少ない数とすることにより，乾き度が小さく流動抵抗の小さい領域の冷媒流速を上げ
ることが可能となり，冷媒側の伝熱性能が向上可能である。
【００３２】
　この本実施例の作用・効果を、従来構造の場合と比較しながら図４を用いて、より具体
的に説明する。図４は、本実施例の作用・効果を説明するための模式図であって、（ａ）
は従来構造の作用・効果を示す模式図、（ｂ）は本実施例の作用・効果を示す模式図であ
る。
【００３３】
　図４（ａ）に示す従来構造において，例えば、複数（２個）の凝縮器を100％とし、２
ａ＝42.5％，２ｂ＝42.5％，２ｃ＝7.5％，２ｄ＝7.5％に分割し、２ｃ，２ｄ合流部のサ
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ブクールを０℃とした場合、ある一定条件下において、例えば，２ａと２ｃは気液ニ相冷
媒が流れ，２ｂは下部に全体の１％部に液冷媒が溜まった場合，２ｄは全て液冷媒，すな
わち7.5％が液冷媒となってしまう。
【００３４】
　一方，図４（ｂ）に示す本実施例においては，複数（２個）の凝縮器を100％とし、２
ａ＝42.5％，２ｂ＝42.5％，２ｃ＝15％に分割し、２ｃ出口部のサブクールを０℃とした
場合、ある一定条件下において、例えば，２ａは気液二相冷媒が流れ，２ｂ下部に全体の
１％部に従来構造同様に液冷媒が溜まった場合，２ｃ出口部のサブクールを０℃としてい
るため，２ｃは全て気液二相冷媒とすることが出来，２ｂ下部に全体の１％部のみ液冷媒
となり，他は全て気液二相冷媒とすることが可能となる。この結果、上述した本実施例の
効果を奏することになる。
【００３５】
　また，本実施例では、図３に示すように、コンパクト化を図るため凝縮器２を複数に分
割してＷ字状や逆Ｍ字状に配置し，冷却空気を搬送する送風機７はその上部に配置されて
いる。凝縮器２ａの一部を凝縮器２ｃとし，２ａと２ｃを一体構造とすることで，新たな
凝縮器を増設することなく，簡素でコスト面においても利点がある。
【００３６】
　なお，凝縮器２ｃと膨張装置３の間に冷媒調節装置付きの場合，二段目の凝縮器２ｃの
冷媒出口状態が飽和液に近い（乾き度が０に近い）状態にすることが可能なため，二段目
の凝縮器２ｃを凝縮器として作用可能である。また本図では，一段目の凝縮器２ａ，２ｂ
を２ヶとしているが，３ヶ以上でもよい。
【００３７】
　このように、本実施例によれば，複数ある一段目の凝縮器出口から流出される冷媒を合
流させ，比較的乾き度の小さい気液二相冷媒状態とした後，次の二段目の凝縮器へ流入す
る構成となっており，一段目出口の状態を気液二相冷媒状態にすることが可能であり，凝
縮器として有効に使われるため，熱交換性能が向上する。さらに乾き度の小さい側の二段
目の凝縮器を一つ，または，乾き度が大きい側の凝縮器より少ない数とすることにより，
サブクール量のアンバランスが解消することが可能である。
【００３８】
　また，乾き度の小さい側の二段目の凝縮器を一つ，または，乾き度が大きい側の凝縮器
より少ない数とすることにより，乾き度が小さく流動抵抗の小さい領域の冷媒流速を上げ
ることが可能となり，冷媒側の伝熱性能が向上される。すなわち熱交換性能が向上するた
め凝縮圧力を低下させることが可能となり，冷凍装置のサイクル運転効率向上を図ること
ができる。
【実施例２】
【００３９】
図５は、本発明の実施例２であるヒートポンプ式の冷凍装置の構成を示すものである。
冷却運転時，アキュームレータ６と接続された圧縮機１により圧縮された高温高圧のガス
冷媒は、四方切換え弁５を介し，複数並列配列の一段目凝縮器２ａ，２ｂへ流入し，ここ
で凝縮液化していく。その後，流出される冷媒は合流し，次の二段目の凝縮器２ｃへ流入
することで，高圧の液冷媒となる。この高圧の液冷媒は膨張装置３により減圧され，蒸発
器４により水などの媒体と熱交換し，低温低圧ガス冷媒となり，圧縮機１に戻る冷凍サイ
クルを構成している。
【００４０】
　本構成により，複数ある一段目の凝縮器２ａ，２ｂ出口から流出される冷媒を合流させ
，比較的乾き度の小さい気液二相冷媒状態とした後，次の二段目の凝縮器２ｃへ流入する
構成とし，乾き度の小さい側の凝縮器２ｃ（二段目）を乾き度が大きい側の凝縮器２ａ，
２ｂ（一段目）の凝縮器より少ない数とすることにより，乾き度が小さく流動抵抗の小さ
い領域の冷媒流速を上げることが可能となり，冷媒側の伝熱性能が向上可能である。
【００４１】
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　また、加熱運転時では、圧縮機１より圧縮された高温高圧のガス冷媒は四方切換え弁５
を介して利用側熱交換器４により、水などの媒体と熱交換し，高圧の液冷媒となる。この
高圧の液冷媒は膨張装置３により減圧され，熱源側熱交換器２ｃへ流入し，その後、並列
配列の熱源側熱交換器２ａ，２ｂへ流入し，蒸発ガス化していく。ここで低温低圧のガス
冷媒となり，圧縮機１に戻る冷凍サイクルを構成している。
【００４２】
　本構成により，二段目の熱源側熱交換器２ｃへ流入し，比較的乾き度の大きい気液二相
冷媒状態にした後，次の複数ある一段目熱源側熱交換器２ａ，２ｂへ流入する構成とする
。二段目の熱源側熱交換器２ｃでは乾き度が小さい冷媒が流入するが冷媒流速を維持する
ことが可能となり伝熱性能の低下を防止できる。
【００４３】
　一方、一段目熱源側熱交換器２ａ，２ｂを比較的乾き度の大きい気液二相冷媒状態で流
通させることができ，乾き度が大きく流動抵抗の大きい領域の冷媒流速を下げることが可
能となり，圧力損失の増加を防止できる。
【００４４】
　また，実施例１で述べたと同様に、凝縮器２を複数に分割してＷ字状や逆Ｍ字状に配置
し，冷却空気を搬送する送風機７はその上部に配置することにより、コンパクト化を図る
ことができる。凝縮器２ａの一部を凝縮器２ｃとし，２ａと２ｃを一体構造とすることで
，新たな凝縮器を増設することなく，簡素でコスト面においても利点がある。
【００４５】
　なお，凝縮器２ｃと膨張装置３の間にレシーバ８を取り付けた場合，二段目の凝縮器２
ｃの冷媒出口状態が飽和液に近い（乾き度が０に近い）状態にすることが可能なため，熱
交換性能を更に向上させることが可能である。また本図では，一段目の凝縮器２ａ，２ｂ
を２ヶとしているが，３ヶ以上でもよい。
【００４６】
　本実施例では、上述した実施例１の効果のほかに、特に加熱運転時においては，二段目
の熱源側熱交換器２ｃでは乾き度が小さい冷媒が流入するが冷媒流速を維持することが可
能となり伝熱性能の低下を防止できる。一方、一段目熱源側熱交換器２ａ，２ｂを比較的
乾き度の大きい気液二相冷媒状態で流通させることができ，乾き度が大きく流動抵抗の大
きい領域の冷媒流速を下げることが可能となり，圧力損失の増加を更に、防止できる効果
を奏する。
【実施例３】
【００４７】
次に、本発明の実施例３について説明する。実施例３は、実施例１の凝縮器２を図６のよ
うに，複数ある一段目の凝縮器２ａ，２ｂ出口から流出される冷媒を合流させ，比較的乾
き度の小さい気液二相冷媒状態とした後，次の二段目の凝縮器２ｃへ流入した後，レシー
バ８を介し，サブクーラ２ｅに流入する構成としたことを特徴としてる。他の構成につい
ては、実施例１または実施例２と同じであるので、図及び説明は省略する。
【００４８】
　この実施例３の凝縮器の構成によれば、凝縮器２ｃの冷媒出口状態が飽和液に近い（乾
き度が０に近い）状態にすることが可能なため，熱交換性能を向上させることが可能であ
る。また，凝縮器２ａ，２ｂを合流させた後，凝縮器２ｃおよびレシーバ８を介し，サブ
クーラ２ｅに流入させることで，サブクール量のアンバランスが、低減可能である。
【００４９】
　この結果、実施例２のような構成においてレシーバ後に流動抵抗があると、圧力が低下
し膨張弁に気液二相流にて流入してしまい、冷凍サイクルが安定しない場合がある。そこ
で、レシーバ後にサブクーラを配置し、過冷却度を確保させ、液単相冷媒を膨張弁に流入
させることで冷凍サイクルの安定を図ることが出来る。
【００５０】
　また、さらに冷凍装置の高効率化を図るためには、凝縮器で凝縮された液冷媒の過冷却
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度を確保し、膨張装置で減圧されて二相状態となった冷媒と、蒸発器出口で気化した冷媒
とのエンタルピ差を大きく確保することが必要であり、これによって単一質量あたりの冷
媒が空気から奪う熱量を多くすることができる。
【００５１】
　この液冷媒の過冷却度を確保する方法として、熱源側熱交換器（凝縮器）と膨張装置を
接続する冷媒配管の途中に熱源側熱交換器（凝縮器）から流出する凝縮液冷媒を冷却する
ためのサブクーラを配置し、液冷媒の過冷却度を確保し、冷却能力を増加させることがで
きる。
【００５２】
　以上述べたように、実施例３の構成によれば、過冷却度を確保して、冷却能力を、更に
増加させ、冷凍サイクルの成績係数（＝冷却能力÷消費電力）を向上させることができる
効果が得られる。
【００５３】
　また，実施例１で述べたと同様に、凝縮器を複数に分割してＷ字状や逆Ｍ字状に配置し
，冷却空気を搬送する送風機はその上部に配置することにより、コンパクト化を図ること
ができる。凝縮器２ａの一部を凝縮器２ｃおよびサブクーラ２ｅとし，２ａと２ｃと２ｅ
を一体構造とすることで，新たな凝縮器を増設することなく，簡素でコスト面においても
利点がある。また本図では，一段目の凝縮器２ａ，２ｂを２ヶとしているが，３ヶ以上で
もよい。
【実施例４】
【００５４】
次に、本発明の実施例４について説明する。実施例４は、実施例１の凝縮器２を図７のよ
うに，複数ある凝縮器２ａ，２ｂを合流させて、その出口にレシーバ８を取り付け、さら
にレシーバ８からのサブクーラ２ｅへ流入する構成としたことを特徴としてる。他の構成
については、実施例１または実施例２と同じであるので、図及び説明は省略する。
【００５５】
　この実施例４の凝縮器の構成によれば、凝縮器２a，２bの冷媒出口状態が飽和液に近い
（乾き度が０に近い）状態にすることが可能なため，熱交換性能を向上させることが可能
である。また，凝縮器２ａ，２ｂを合流させた後，レシーバ８を介し，サブクーラ２ｅに
流入させることで，サブクール量のアンバランスが、低減可能である。
【００５６】
　また，実施例１で述べたと同様に、凝縮器を複数に分割してＷ字状や逆Ｍ字状に配置し
，冷却空気を搬送する送風機はその上部に配置することにより、コンパクト化を図ること
ができる。凝縮器２ａの一部をサブクーラ２ｅとし，２ａと２ｅを一体構造とすることで
，新たなサブクーラを増設することなく，簡素でコスト面においても利点がある。また本
図では，凝縮器２ａ，２ｂを２ヶとしているが，３ヶ以上でもよい。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】実施例１の冷凍装置の構成を示す構成図。
【図２】従来の凝縮器の配置を示す構成図。
【図３】実施例１における凝縮器の配置構成を示す構成図。
【図４】実施例１の作用・効果を説明するための模式図であって、（ａ）は従来構造の作
用・効果を示す模式図、（ｂ）は実施例１の作用・効果を示す模式図。
【図５】実施例２の冷凍装置の構成を示す構成図。
【図６】実施例３における凝縮器の構成を示す構成図。
【図７】実施例４における凝縮器の構成を示す構成図。
【符号の説明】
【００５８】
１…圧縮機、２…凝縮器（熱源側熱交換器）、２ａ…凝縮器、２ｂ…凝縮器、２ｃ…凝縮
器、２ｄ…凝縮器、２ｅ…サブクーラ、３…膨張装置、４…蒸発器（利用側熱交換器）、



(8) JP 4814823 B2 2011.11.16

５…四方切換弁、６…アキュームレータ、７…送風機、８…レシーバ。

【図１】 【図２】
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